
 

国保年金課長の仕事宣言！ 進行管理表 

国保年金課長  吉田 秀利 

 

①重点施策項目名 医療費の適正化及び都道府県化に向けた適切な対応を図ります 

 

②目標値 特定健康診査受診率 

平成２７年度 現状値３７．２％ ⇒ 平成２９年度 ６０．０％ 

特定保健指導実施率  

平成２７年度 現状値５７．９％ ⇒ 平成２９年度 ６０．０％ 

③今年度の取組 

方針 

高血圧症、糖尿病、脂質異常症等の生活習慣病の予防に向けた特定健

康診査を実施します。 

この特定健診の結果をもとに、生活習慣病の発症や重症化の可能性の

ある人に対し、食生活や運動などの生活習慣改善及び医療機関への受診

勧奨などの保健指導を実施します。 

特に、血圧値、血糖値、腎機能に関する検査数値等に異常がある方は、

将来、循環器疾患・糖尿病・慢性腎臓病などの発症リスクが高い方なの

で、これらに特化した保健指導を行い予防活動に努めていきます。 

平成２８年度から新たに実施した大型商業施設での健康診査の継続実

施や、協会けんぽ佐賀支部との連携を深め、被保険者の健康意識の向上

に努めていきます。 

平成２９年度は、特定健診の受診率向上に効果のある訪問による受診

勧奨を強化し、特定健診受診率の向上、特定保健指導実施率の向上を図

っていくとともに、健康増進課と連携し、受診率の向上に向けた効果的

な取り組みについて検討します。 

また、平成３０年度から、都道府県が国保財政運営の責任主体となり、

都道府県内市町村とともに国保の運営を担うこととなる国保の都道府県

化が実施されることとなっており、現在、県及び県内市町の担当課長で

構成する広域化連携実務者会議等で、都道府県化に向けた協議を行って

いる状況であります。このような中、国保財政面での国保事業納付金や

標準税率についての対応や、事務手続きの県内統一化等、県及び県内市

町と十分な連携・協議を図り、都道府県化へ向けた適切な対応に取り組

んでいきます。 

④上半期の 

取組内容 

○特定健診（集団）を実施（保健センター、まちづくり推進センター） 

 ６月（８回）、９月（４回） 

９月４日は、試験的に午後までの１日健診を実施 

○特定健診の受診勧奨 

・訪問による受診勧奨の実施（５月～、鳥栖地区を重点的に） 

・受診勧奨通知（はがき）を発送（８月） 

・まちづくり推進センターへポスター掲示、広報チラシを配布 

・嘱託員会への協力依頼（５月） 

○ハイリスク者への訪問指導 

○都道府県化への対応については、県及び県内市町と、国保運営方針、

国保事業納付金及び標準税率の算定について協議を行っています。広

域化までの累積赤字解消について、対応策を協議しています。 

重点事業ごとに１枚 



⑤下半期の 

取組内容 

 

 

⑥数値目標の結果  

 

⑦成果と課題 

（次年度に向けて） 

 

 

 

 

◇所管部長の指示 

 

 

 

 

 

 

  

上半期 

 特定健診等の受診率の向上のための健診日及び時間設定の改善や協会けんぽとの連携によ

る対応など健診率アップの取り組みを進めている。健診率としての成果が現れるよう一層の工

夫や検討を行うこと。 

下半期 

 



国保年金課長の仕事宣言！ 進行管理表 

国保年金課長  吉田 秀利 

 

①重点施策項目名 国民年金への対応を図ります 

②目標値 国民年金相談件数 

平成２８年度 現状値８，８５４件 ⇒ 平成２９年度 ９，０００件 

③今年度の取組 

方針 

市民の年金受給権を確保するため、国民年金の適用促進を図るととも

に、保険料の納付勧奨、口座振替促進や免除制度等の活用指導等に対す

る相談業務に取り組みます。 

また、年金制度全般の相談に対応するため、職員個々のスキルアップ

を図るとともに、佐賀年金事務所や年金相談センターとの連携を行い、

市民からの相談に柔軟に対応出来るよう取り組んでいきます。 

④上半期の 

取組内容 

国民年金保険料の納付勧奨、口座振替促進や免除制度等の活用指導等

に対する相談業務を実施しました。 

 平成２９年８月末現在の国民年金相談件数 

  窓口 ３，７８４件、電話 ３８１件、合計 ４，１６５件 

⑤下半期の 

取組内容 

 

 

 

⑥数値目標の結果  

 

 

⑦成果と課題 

（次年度に向けて） 

 

 

 

 

 

◇所管部長の指示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上半期 

 マイナンバーへの対応など、年金との関連が生じる制度改革もあり、適切な対応が図られる

よう、更なる職員のレベルアップ及び資質の向上に取り組むこと。 

下半期 

 

重点事業ごとに１枚 


